
 平成31年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～30年度）】 【31年度】 【今後予定（32年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：

: - 2 - 012011整理番号

合計 5,739 8,877

みんなの審査会対象外

その他　特記事項

市内93校区中、92校区にて
訪問調査を実施。

5,7393,269

債務負担行為

賃金

印刷製本費 封筒等印刷

通信運搬費 送信＠72円×40,000人　返信＠97円×20,000人他

消耗品費 調査ファイル等

　H　～　H

事業

概要

 災害に強い安全・安心なまちづくりを推進するため、被害を
出さないための「防災」や被害の最小化を図る「減災」の取組
として、避難行動要支援者リストを作成し、災害時の安否確
認に役立てる。
  また、民生委員・児童委員による訪問調査を行い、災害に
備えて地域・行政で個人情報を共有し、自助・共助の仕組み
づくりの一助とする。

（１）避難行動要支援者リストの作成 市内の独居高齢者、介護認定を受けて
いる人、障害者などの施策ごとに認定されている避難行動要支援者につい
て、システム上で名寄せを行い、避難行動要支援者リストを作成する。

（２）避難行動要支援者調査の実施
 校区の民生委員児童委員長、自治会校区代表者、校区福祉委員長の三者
の賛同を得られた校区で事業を実施。要支援者に訪問調査の希望の有無を
ダイレクトメールで確認。訪問調査を希望した方に民生委員・児童委員が訪
問し、本人同意のもとに心身の状況、家族の状況などを聞き取り、避難行動
要支援者台帳を作成する。この台帳をもとに作成した避難行動要支援者一覧
表を地域・行政で共有し、災害の発生に備え、日常の見守り活動や自主防災
活動など地域の取組に活用する。

・避難行動要支援者リストの印刷（年１回）、データ更新（年４回）
・避難行動要支援者調査について、新たに要支援者の対象となった
者及び前回ダイレクトメール送付時に未回答であった者の調査に加
えて、5年以上前に訪問調査に同意しなかった者への状況確認のた
めの再調査を実施する予算を要求する。

委託料

218

封入委託648

619

未実施の1校区に対し訪問調査
を行えるよう、調整を行う。また、
5年以上前の不同意者への状況
確認の再調査を実施。

全校区において訪問調査
を実施。5年ごとに不同意
者への状況確認再調査を
実施。

平成30年度予算額

1,230 2,503 事務補助及びコールセンター　２名

スケジュール（経過及び今後展開）

要求額（千円）

8,877

217

521

784

事業区分 ： 重点

平成31年度要求額平成29年度決算額

事業名 避難行動要支援者調査事業

： 健康福祉局・長寿支援課
　施策番号マスター

プラン
：

３つの挑戦
1-7

局・課名

2,987 4,889

事業費（千円）

主な要求内容 （単位：千円）
項目 30年度予算 31年度要求額 内容・積算等

期間


